
別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）
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①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討
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建築中 店舗、中高層共同住宅等
が多い駅前の商業地域

荏原中延70 m

近隣に高層マンションも有り
、住宅系利用が増加している
。

６．２ｍ区道 荏原中延駅北西方70 m

米国の関税措置インフレ懸念から金利は上昇傾向にあるが、不動産市
況は引き続き堅調で、取引需要も底堅い。

地元密着の店舗が多いが、上層階は住宅系利用が増加し高層化しつつ
ある。交通・生活利便性等を反映し、需要が認められる地域である。

特段の変動はない

既存の駅前商店街であるが、上層階は住宅利用も多い近隣商業地域。住宅及び店舗賃料等の需要は強含みに推移
している。
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円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率
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(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

低層店舗・中高層の店舗兼共同住宅等の自用・賃貸用物件が混在する近隣商業地域で、収益性に着目した取引も多い地
域である。比準価格は商業地域等にある類似事例を採用して求めた実証的な価格であり、収益価格は収益性を反映した
理論的な価格である。以上から、市場性を反映した比準価格及び収益性を反映した収益価格を関連付けて、さらに類似
性のある公示価格を規準とした価格との均衡及び指定基準地からの検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

同一需給圏は、品川区内の私鉄駅を中心とする近隣商業・混在地域等の圏域。需要者の中心は、不動産会社、不動産投
資等の業者、チェーン店展開事業者等である。低層店舗・中高層の店舗・共同住宅等が混在する駅前の近隣商業地域で
あるが、駅への利便性などから、上層階は住宅系の利用が増加している。地価は１１０万円／㎡～１３０万円／㎡程度
であるが、総額は規模等により一定でない。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

品川(都) －5 4

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 7

令和 7 7 1

令和 7 7 4

品川(都)　5 － 4 東京都 区部第２ 不動産鑑定士 吉本　博貴

トーエー不動産鑑定株式会社

令和 7 6 30

令和 7 7 3

品川区中延二丁目２９４番５外 231
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／
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0.0

0.0
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0.0

0.0

0.0
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